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婚姻費用の合意無効確認請求事件について

F[事案の概要Lの 概 要
’

夫婦である上告人（夫）と被上告人（妻）は、別居後、上告人が被上告人に対し支払う

婚姻費用を定める合意（以下「本件合意」という｡）をした。

その後、被上告人は、家庭裁判所に対し、上告人を相手方として、婚姻費用分担審判の

申立てをし、本件合意は上告人の当時の実際の年収よりも低い額を前提としていたから、

婚姻費用が増額されるべきであると主張した。家庭裁判所は、事情の変更を認め、上記申

立て以降の婚姻費用を増額し、その支払を上告人に命ずる旨の審判をした。

本件は､被上告人が､上告人に対し、本件合意時から上記申立てまでの婚姻費用につき、

改めて増額を求める審判の申立てをする予定であるところ、その前提として、本件合意が

錯誤により無効であることにつき、地方裁判所に対して、確認を求める訴えを提起した事

案である。
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司 原判決及び争点〃1、、

◇ 原判決（東京高裁）は、家庭裁判所の再度の審判に先立ち、本件訴えの提起により本

件合意の無効を確認する法的利益（確認の利益）を認め、これを否定して本件訴えを不

適法却下した第1審判決を取り消し、本件を第1審に差し戻した。

◇ 本件における争点は、本件訴えの確認の利益の有無である。
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損害賠償請求事件について
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上告人(X)は、被上告人(Y1 )に対し、同人が占有する不動産（本件不動産）の明

渡しを求める訴訟を提起し、同訴訟において、Y1に対し本件不動産の明渡しを命ずる

判決がされ、その後、同判決は確定した。

Y1は、弁護士である被上告人(Y2)を代理人として、上記確定判決による強制執行の

不許を求めて請求異議の訴え（本件請求異議訴訟）を提起するとともに、民事執行法

36条1項の強制執行の停止の申立て（本件執行停止の申立て）をしたところ、強制

執行の停止を命ずる決定がされた。その後、本件請求異議訴訟において請求を棄却す

る判決がされた。

本件は、Xが、理由のないことが明らかな本件執行停止の申立てが不法行為に当た

り、強制執行の停止により損害が生じたなどと主張し、民法709条に基づき、Y1，

Y2に対し、損害賠償を求める事案である。

〔参考〕民事執行法36条1項

執行文付与に対する異議の訴え又は請求異議の訴えの提起があった場合において、異議のため主張

した事情が法律上理由があるとみえ、かつ、事実上の点について疎明があったときは、受訴裁判所は、

申立てにより、終局判決において次条第1項の裁判をするまでの間、担保を立てさせ、若しくは立てさ

せないで強制執行の停止を命じ、又はこれとともに、担保を立てさせて強制執行の続行を命じ、若しく

は担保を立てさせて既にした執行処分の取消しを命ずることができる。（以下、略）
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◇ 原判決は、民事執行法36条1項の執行停止の申立ては、請求異議の訴えに

してされるものであるから、同項の趣旨目的に照らして著しく相当性を欠く場

限り違法となり、請求異議の訴えについて請求棄却判決がされ、同項の強制執

停止を命ずる裁判が取り消されたとしても､上記申立てをした者の過失は推定

ないとして、Xの請求をいずれも棄却すべきものとした。

◇ 最高裁における争点は､本件執行停止の申立てが不法行為を構成するか否か

る。
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